
 

１．継続事業の前提に関する注記

　　　　　　　　な　　　　　し

２．重要な会計方針

　　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　　投資有価証券・・・東京証券取引所期末日の市場価格に基づく時価法を採用している。

　　　　　　　国　　　　債・・・・・償却原価法（定額法）を採用している。

　　　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　　　　建物・建物附属設備・構築物・什器備品・ソフトウェア・・・定額法を採用している。

　　　（３）引当金の計上基準

　　　　　　　退職給付引当金・・・期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。

(単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　投資有価証券 35,634,110,580 5,207,935,940 0 40,842,046,520

　国債 1,950,439,301 115,743,355 101,244,380 1,964,938,276

　定期預金 25,003,913 0 15,432,000 9,571,913

　　　　　　小　　　計 37,609,553,794 5,323,679,295 116,676,380 42,816,556,709

特定資産

　退職給付引当資産 12,896,668 763,333 5,441,667 8,218,334

　減価償却引当資産 461,732,595 17,000,000 2,020,857 476,711,738

　奨学金準備基金 1,674,000,000 100,000,000 0 1,774,000,000

　普通預金 203,963,288 88,566,551 100,000,000 192,529,839

　　　　　　小　　　計 2,352,592,551 206,329,884 107,462,524 2,451,459,911

　　　　　　合　　　計 39,962,146,345 5,530,009,179 224,138,904 45,268,016,620

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）

（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応する額）

基本財産

　投資有価証券 40,842,046,520 (40,842,046,520) - -

　国債 1,964,938,276 (1,964,938,276) - -

　定期預金 9,571,913 (9,571,913) - -

　　　　　　小　　　計 42,816,556,709 (42,816,556,709) - -

特定資産

　退職給付引当資産 8,218,334 - - (8,218,334)

　減価償却引当資産 476,711,738 - (476,711,738) -

　奨学金準備基金 1,774,000,000 (1,774,000,000) - -

　普通預金 192,529,839 (192,529,839) - -

　　　　　　小　　　計 2,451,459,911 (1,966,529,839) (476,711,738) (8,218,334)

　　　　　　合　　　計 45,268,016,620 (44,783,086,548) (476,711,738) (8,218,334)

財務諸表に対する注記

　　　　　　　賞与引当金・・・職員に対する賞与の支給に備え、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。



 

５．担保に供している資産

　　　　　　　　な　　　　　し

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　　　　建物 786,490,308 448,237,984 338,252,324

　　　　建物附属設備　 37,223,890 18,056,415 19,167,475

　　　　構築物 12,549,378 7,655,341 4,894,037

　　　　什器備品　 14,395,823 10,819,926 3,575,897

　　　　ソフトウェア 1,029,240 171,540 857,700

　　　　　　合　　　　計 851,688,639 484,941,206 366,747,433

７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

　　　　　　　　な　　　　　し

８．保証債務等の偶発債務

　　　　　　　　な　　　　　し

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　目 帳簿価額 時　　　価 評価損益

　国債（第80回　利付国債） 105,080,711 111,688,000 6,607,289

　国債（第157回　利付国債） 498,313,538 493,300,000 △ 5,013,538

　国債（第10回　利付国債） 311,854,621 347,745,000 35,890,379

　国債（第54回　利付国債） 201,315,964 219,740,000 18,424,036

　国債（第159回　利付国債） 101,600,266 104,943,000 3,342,734

　国債（第83回　利付国債） 211,289,488 225,638,000 14,348,512

　国債（第45回　利付国債） 101,422,250 126,596,000 25,173,750

　国債（第11回　利付国債） 746,773,176 846,090,000 99,316,824

　　　　　　合　　　　計 2,277,650,014 2,475,740,000 198,089,986

１０．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　　　　　　　な　　　　　し

１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

内　　　　容 金　　　額

　　経常収益への振替額

      基本財産配当金の振替額 650,730,349

　　　基本財産利息の振替額 14,558,833

　　　特定資産利息の振替額 167,619

　　　　　合　　　　計 665,456,801

１２．関連当事者との取引の内容

　　　　　　　　な　　　　　し

１３．重要な後発事象

　　　　　　　　な　　　　　し

１４．その他

                 な　　　　　　し



 

１．基本財産及び特定資産の明細

      財務諸表の注記に記載している。

２．引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

賞与引当金 2,363,000 2,305,000 2,363,000 0 2,305,000

退職給付引当金 12,896,668 763,333 5,441,667 0 8,218,334

附属明細書

期末残高科目 期首残高 当期増加額
当期減少額


